
平成 12年 3月期 決算短信 (連結)  平成 12年 5月 19日

上   場   会   社   名       味の素株式会社 上場取引所東 大 名 福 京 札

コード番号       2802 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 財務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　安達  弘 TEL (03) 5250 - 8161
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 19日

１. 12年 3月期の連結業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （百万円未満切捨て）

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 829,422 1.8 33,050 14.9 41,209 1.1

11年 3月期 814,538 △ 2.6 28,762 △ 42.1 40,745 △ 23.0

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 17,658 33.3 27.19 - 4.4 5.1 5.0

11年 3月期 13,242 △ 26.3 20.39 - 3.4 5.0 5.0
(注)①持分法投資損益 12年 3月期    5,976 百万円          11年 3月期    6,966 百万円
     ②有価証券の評価損益 35,239 百万円 デリバティブ取引の評価損益 48 百万円
     ③会計処理の方法の変更 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 808,045 405,622 50.2 624.58

11年 3月期 807,671 395,437 49.0 608.89

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

12年 3月期 72,130 △ 29,219 △ 37,156 60,309

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  88　社   持分法適用非連結子会社数　5　社   持分法適用関連会社数　31　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）13　社  （除外）5　社   持分法（新規）2　社  （除外）　7　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 450,000 20,000 △ 25,500

通　　期 890,000 50,000 △ 9,500

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           △ 14 円  62 銭

（注）株式交換による熊沢製油産業株式会社の完全子会社化により、次期において発行済株式数増加が見込まれており、
当該事項を勘案し、次期1株当たり予想当期純利益を計算しております。
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１．企業集団の状況

　当社グループ（味の素株式会社（以下「当社」という）及び当社の関係会社）は、当社、子会社 130 社

及び関連会社 47 社より構成され、調味料、油脂、加工食品、飲料・乳製品、医薬品・アミノ酸・化成品の

製造及び販売、さらにその他の事業活動を行っております。

　当社グループの当該事業における位置づけは次のとおりです。

　事　業　区　分   製 品 区 分 　　　　　　　主　要　な　会　社

調味料
(26 社)

(国内)
大味㈱、新日本ｺﾝﾏｰｽ㈱　他３社
(海外)
ﾀｲ味の素㈱、ﾏﾚｰｼｱ味の素㈱、ﾍﾟﾙｰ味の素㈱、味の素ｲﾝﾃﾙｱﾒﾘｶｰﾅ
㈲、ｱｼﾞﾈｯｸｽｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ味の素㈱、ﾕﾆｵﾝ味の素㈱、ｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙ味の素㈱　他 13社

油脂
(4 社)

(国内)
味の素製油㈱、熊沢製油産業㈱　他２社

加工食品
(34 社)

(国内)
ｸﾉｰﾙ食品㈱、味の素ﾌﾚｯｼｭﾌｰｽﾞ㈱、ﾃﾞﾘｶｴｰｽ㈱　他 15 社
(海外)
ﾀｲ味の素冷凍食品㈱、ﾀｲ味の素ﾍﾞﾀｸﾞﾛ冷凍食品㈱、連雲港味の素
如意食品㈲、ｼｰﾋﾟｰｼｰ/ｱｼﾞ(ﾀｲ)㈱、日清味の素ｱﾘﾒﾝﾄｽ㈲　他 11 社

食品
(72 社)

飲料・乳製品
(8 社)

(国内)
味の素ｾﾞﾈﾗﾙﾌｰﾂﾞ㈱、ｶﾙﾋﾟｽ㈱、ｶﾙﾋﾟｽ味の素ﾀﾞﾉﾝ㈱　他３社
(海外)
ﾀｲ味の素ｶﾙﾋﾟｽﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ㈱　他１社

ファイン
(36 社)

医薬・アミノ酸・
化成品
(36 社)

(国内)
味の素ﾌｧﾙﾏ㈱、㈱味の素ﾀｶﾗｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ、味の素ﾌｧｲﾝﾃｸﾉ㈱
他 4社
(海外)
ｱﾒﾘｶ味の素㈱、ｵﾑﾆｹﾑ㈱、ﾕｰﾛﾘｼﾞﾝ㈱、ﾊｰﾄﾗﾝﾄﾞﾘｼﾞﾝ㈱、ﾕｰﾛｱｽﾊﾟﾙﾃ
ｰﾑ㈱、欧州味の素販売㈲、ﾌｫｰﾗﾑ(ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ)㈱、ﾌﾞﾘﾀﾆｱ･ﾌｧｰﾏｼｭｰ
ﾁｶﾙ㈱、ﾆｭｰﾄﾗｽｲｰﾄ㈱　他 20 社

包材
(4 社)

(国内)
㈱ｴｰｽﾊﾟｯｹｰｼﾞ　他１社
(海外)
ﾌｼﾞｴｰｽ㈱　他１社

物流
(17 社)

(国内)
㈱ｻﾝﾐｯｸｽ…(注)、三宝運輸㈱、三福㈱　他 14社

その他
(69 社)

ｻｰﾋﾞｽ他
(48 社)

(国内)
㈱味の素ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ、味の素ｼｽﾃﾑﾃｸﾉ㈱、味の素ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱、
日本ﾁｬｰﾙｽ･ﾘﾊﾞｰ㈱　他 18 社
(海外)
ｴｲ･ｱｲ･ｴﾌ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱他　25社

(注)㈱サンミックスは平成１２年４月１日に三宝運輸㈱、三福㈱と合併し、商号を味の素物流㈱と変更し

　ています。

なお、概要図は次のとおりです。
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概 要 図

海 外 国 内

（調味料事業(製造・販売) １３社） （調味料事業 ５社）

タ イ 味 の 素 ㈱ 製品の包装・供給 調味料 大 味 ㈱
味 の 素 ｲ ﾝ ﾃ ﾙ ｱ ﾒ ﾘ ｶ ｰ ﾅ ㈲ 他２社
ペ ル ー 味 の 素 ㈱
マ レ ー シ ア 味 の 素 ㈱ 製品の供給 販 売 新日本コンマース㈱
ｱ ｼ ﾞ ﾈ ｯ ｸ ｽ ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾅ ｼ ｮ ﾅ ﾙ ㈱ 製品の販売 他１社
ユ ニ オ ン 味 の 素 ㈱※
イ ン ド ネ シ ア 味 の 素 ㈱

他６社 （油脂事業 ４社）

原材料の供給 製品の供給 油 脂 味 の 素 製 油 ㈱
熊 沢 製 油 産 業 ㈱

食 製 他２社
品
の

品 供 （加工食品事業 １８社）
給 味 製品の供給

（調味料(販売)事業 ８社） 加工食品 ク ノ ー ル 食 品 ㈱

シ ン ガ ポ ー ル 味 の 素 ㈱ 製品の供給 他４社
他７社 原材料の供給

製品の供給 冷凍食品 味の素フレッシュフーズ㈱
( 飲料事業 ２社）

他３社
タイ味の素カルピスビバレッジ㈱

他１社 原材料の供給

の
その他食品 デ リ カ エ ー ス ㈱

（加工食品事業 １６社) 他８社
原材料の供給

ｼ ｰ ﾋ ﾟ ｰ ｼ ｰ / ｱ ｼ ﾞ ( ﾀ ｲ ） ㈱ ※
日清味の素アリメントス㈲ （飲料・乳製品事業 ６社）

他１１社
製品の供給 素 飲 料 カ ル ピ ス ㈱※

連雲港味の素如意食品㈲ 製品の供給 味の素ｾﾞﾈﾗﾙﾌｰﾂﾞ㈱※
タ イ 味 の 素 冷 凍 食 品 ㈱ 他４社
タイ味の素ベタグロ冷凍食品㈱ ※

酒 類 メ ル シ ャ ン ㈱◎
㈱ 原材料の供給

（アミノ酸事業(製造・販売) １０社） （医薬・アミノ酸・化成品事業 ７社）

ア メ リ カ 味 の 素 ㈱ 製品・原材料の供給 医薬 味の素ファルマ㈱
オ ム ニ ケ ム ㈱ 製品・原材料の供給 他１社
ユ ー ロ リ ジ ン ㈱
ハ ー ト ラ ン ド リ ジ ン ㈱ 製品の供給 化成品他 味の素ファインテクノ㈱
ユーロ・アスパルテーム㈱※ 他３社

他５社
製 製品の包装・販売 包装・販売
品 ㈱味の素タカラコーポレーション

フ （医薬・アミノ酸(販売)・化成品事業１９社) の
ァ 供
イ 欧 州 味 の 素 販 売 ㈲ 給
ン ﾌ ｫ ｰ ﾗ ﾑ ( ﾎ ｰ ﾙ ﾃ ﾞ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ) ㈱
ﾌ ﾞ ﾘ ﾀ ﾆ ｱ ･ ﾌ ｧ ｰ ﾏ ｼ ｭ ｰ ﾁ ｶ ﾙ㈱ （包材・物流事業 １９社）
ニ ュ ー ト ラ ス イ ー ト ㈱※ 原材料の供給

他１５社 包 材 ㈱エースパッケージ
他１社

物 流 ㈱ サ ン ミ ッ ク ス
製品の物流 三 宝 運 輸 ㈱

( 包材・サービス他事業 ２８社） 三 福 ㈱
他１４社

フ ジ エ ー ス ㈱
エイ・アイ・エフ・インベストメント㈱

他２６社 （サービス他事業 ２２社）
そ
の ㈱味の素 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｽ ﾞ
他 情報処理・販売促進 味の素システムテクノ㈱

・流通等のサービス等 味の素エンジニアリング㈱
日本チャールス・リバー㈱ ※

他１８社

無印 連結子会社
※印 持分法適用会社

（当該事業会社数には関連当事者は含みません） ◎印 関連当事者
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２．経営方針

１． 経営の基本方針

　当社は、９０周年を迎え新たな出発という意味で、新しいコーポレートロゴおよびスローガン「あ

したのもと（A taste of the future）」を導入し、これを味の素㈱の象徴として、また当社のブラン

ド戦略の重要な施策と位置付けて展開しています。

この新しいコーポレートロゴおよびスローガン「あしたのもと（A taste of the future）」は、味の

素グループの企業理念「私たちは、地球的な視野にたち“食”と“健康”、そして明日のよりよい生活

に貢献します。」をより端的に表現したものです。

味の素ｸﾞﾙｰﾌﾟ  経営基本方針

【事業目標】

  食品事業、アミノ酸を中心としたファインケミカル事業・医薬品事業を経営の柱として、地球上の

人々に貢献する世界企業を目指します。

【事業姿勢】

  つねに “お客様第一”を心がけ、豊かな創造性とすぐれた技術により、安全で高品質な商品・サー

ビスを提供します。

【経営姿勢】

  お客様、株主、地域社会、取引先、社員等全ての利害関係者を尊重し、簡明・迅速な意志決定と公

正で透明性の高い経営を行うとともに、株主への適正な利潤の還元と永続的な企業価値の増大を図り

ます。

【社会的役割】

  良き企業市民として責任を自覚し、社会との調和をはかり、その発展に貢献します。

【企業風土】

  一人ひとりが、自らを高め、創造的で自由闊達な、活力ある集団を目指します。

２．会社が対処すべき課題

  国際競争力のある企業グループとして、連結の視点からの効率経営を一層強化するため、以下の５

つの施策に戦略的に取り組んでいきます。

　

①  連結経営の推進

　グループ強化の視点から 関係会社の整理・統合を進めてきました。2000 年 4月には、物流子会社３

社を統合、全国一貫物流体制を構築するとともに、物流情報機能の拡充を図っています。また、成果

主義の徹底、役員報酬体系の見直しなど、グループ内での垣根を超えた組織整備を行います。2000 年

4 月より、連結ベースでの月次決算経営情報が報告される体制となりました。2001 年 4 月から、連結

管理の情報システムを整備し、連結決算事務処理の迅速化を図り、一層の効率経営とスピーディな事

業運営を行います。
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② ブランド力の強化

  1999 年から、コーポレートロゴを一新し、国内外の全商品、子会社に導入しています。アミノ酸技

術を通して人々の食と健康に貢献する当社のイメージの浸透を図りました。今後も、高品質、安心と

いうブランドイメージを様々な媒体を通じて国内外で浸透させると共に、新しい企業イメージ（革新

性、先進性、先見性）を発信していきます。

       

③ 世界一のコスト競争力

　当社のコアビジネスにおいての世界一のコスト競争力の実現に向けプロジェクトを推進しています。

  

④ 研究・開発体制強化

　一昨年に、ロシアに㈱味の素-ｼﾞｪﾈﾁｶ･ﾘｻｰﾁ･ｲﾝｽﾃｨﾁｭｰﾄを設立し、アミノ酸発酵技術開発の一層の効

率化・コスト競争力強化のための研究をすすめています。当期は医薬事業において、スピーデｨな研究

開発が行えるよう日米欧３極開発体制を構築したほか、国内では研究開発体制の効率化を目的とした

研究所の再編を実施し、効率化が図られています。さらに全ての研究者に対して、インセンテｨブプロ

グラムを設け、優れた研究成果には報酬制度を設けています。

⑤ 社会への貢献

　当社のブランドイメージの向上を図ると共に、企業市民としての責任を果たすため、食・栄養・保

健分野で開発途上国を中心に活動しています。また、教育、災害援助にも力を入れております。進出

している国のコミュニティへ利益を還元し、 その国の人々に愛され、信頼される企業になるための重

要な取り組みとして、今後も国際的な社会貢献活動を積極的に実施していきます。



5

３．経営成績

１．当期の概況

当期の業績全般の概況

　

　当期の世界経済は、一部地域の景気は低迷したものの、アメリカ経済は景気拡大が続き、ヨーロッ

パ経済も堅調に推移し、アジア経済は急速に回復してきました。わが国経済は、政府の積極的な財政

政策や低金利政策などにより、回復の動きが見られ始めたものの、個人消費は依然低迷が続いていま

す。食品業界におきましても、需要の伸び悩み、低価格化が進み、企業間競争が激しさを増す等、厳

しい環境が続いております。

　このような環境下で、当社は円高の影響および飼料用アミノ酸の販売価格下落による影響を受けた

ものの、調味料の拡売、医薬新製品の寄与、新基準の適用による連結子会社の増加があり、売上高は、

前期を１４８億円上回る８,２９４億円（前期比 101.8%）、営業利益は前期を４２億円上回る３３０億

円（前期比 114.9%）、当期純利益は前期を４４億円上回る１７６億円（前期比 133.3%）となりました。

　なお、当期の配当金は、１株当たり１０円（中間配当金５円）を予定しています。

当期のセグメント別の概況

(１) 食品事業

　食品事業の売上高は、前期を２３６億円上回る５,９８８億円（前期比 104.1%）、営業利益は、前期

を９７億円上回る２３９億円（前期比 168.7%）となりました。円高の影響で売上高および営業利益は

減少しましたが、連結子会社の増加および原料単価安等のコストダウンにより、増収・増益となりま

した。

①　日本

　＜調味料＞　家庭用は、「ほんだし」が堅調に推移したほか、そうざいの素「ごはんがススムくん」

が大幅に売上高を伸ばし増収となりました。業務用は、外食市場向け調味料が伸長し、食品加工業向

け調味料が前期並みとなったものの、核酸の輸出が前期を下回り、全体としてわずかながら減収とな

りました。

　＜油脂＞　食用油は、家庭用が市況低迷の影響を受け減収となりましたが、業務用が大手需要家向

け製品や加工油脂の拡売により順調に売上げを伸ばしました。ミール類は、減収となりました。

＜加工食品＞　スープ類は、“おいしさと栄養”という商品の基本価値を訴求した販売を進め、順調に

売上を伸ばしました。マヨネーズ類は、業務用が市況悪化の影響を受けたものの、家庭用が「ピュア

セレクトマヨネーズ」の原料品質を訴求したマーケティングにより増収となり、わずかながら前期を

上回りました。ケロッグ製品は減収となりました。

＜冷凍食品＞　家庭用が競争激化のなか、“レモンとバジルのチキン香り揚げ”などの健闘により、わ

ずかながら前期を上回りました。業務用は、主力製品のギョーザが順調に伸びたものの、外食市場の

冷え込みがあり、前期並みの実績にとどまりました。冷凍パン生地は、引き続き売上げを伸ばしまし

た。

＜コーヒー類＞　「ブレンディ」ボトルコーヒー等が伸長し、前期を上回りました。カルピス㈱製品

は前期並みの実績になりました。
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＜チルド乳製品＞　製品アイテムの整理を行ったものの、「ダノン・ビタリナ」ヨーグルトなどが伸び、

概ね前期並みの実績を確保しました。

＜食品事業全般＞　営業利益は、以上の結果に加え、費用の効率的使用、調味料原料単価の下落、コ

ストダウンの徹底等により順調に増加しました。

②アジア

＜調味料＞　「味の素」は各国とも販売量が増加し、現地通貨ベースの売上げは前期を上回りました。

特に、風味・混合調味料はタイ・インドネシア・フィリピンで大幅に売上げを伸ばしました。また、

営業利益は、原料単価の下落及びコストダウンの徹底により順調に増加しました。

＜飲料＞　都市部を中心に販売を強化し、順調に売上げを伸ばしました。

＜食品事業全般＞　既存企業については、円高の影響により売上高・営業利益が減少しましたが、連

結子会社の増加により、売上高・営業利益ともに大幅に増加しました。

③米州

　＜調味料＞　家庭用はペルーにおいて販売を強化し好調に売上げを伸ばしたものの、ブラジルにお

いては、通貨レアルの切り下げの影響で前期をやや下回りました。業務用商品は北米において販売価

格の低落により、前期をわずかに下回りました。米州全体での売上は為替の影響により減少しました。

＜食品事業全般＞　営業利益については、北米における販売価格の低落および為替の影響がありまし

たが、南米における原料単価安およびコストダウン努力により増益となりました。

④欧州

＜調味料＞　業務用の売上は、競争激化による市況悪化により減少しました。

(２)ファイン事業

　ファイン事業の売上高は、前期を８３億円下回る１,３４５億円（前期比 94.２%）となり、営業利益

は、前期を４８億円下回る５０億円（前期比 50.9%）となりました。医薬品は新製品の発売および輸

液・栄養医薬品事業会社の設立により大幅な増収を達成しましたが、飼料用アミノ酸の販売価格の下

落及び医薬用アミノ酸・アミノ酸系甘味料・医薬中間体・飼料用アミノ酸販売の円高の影響により、

全体として減収・減益となりました。

①日本

＜医薬品＞　糖尿病用剤「ファスティック」の発売などにより、大幅に売上げを伸ばしました。

＜医薬用アミノ酸＞　国内向けが増収となったものの、輸出が円高の影響で減収となり、全体として

前期を下回りました。

＜医薬中間体＞　円高の輸出への影響にもかかわらず、引き続き大幅に売上げを伸ばしました。

＜アミノ酸栄養食品＞　「アミノバイタル」は、新製品の投入により大幅な増収となりました。

＜アミノ酸系甘味料＞　アスパルテームは、国内の飲料メーカーへの販売が好調だったものの、アジ

ア、中南米への輸出が落ち込み減収となりました。

＜化成品＞　化粧品原料が増収となったほか、コンピュータ処理装置用の多層間絶縁フィルムが大幅

に売上げを伸ばし、好調な成績を収めました。

＜ファイン事業全般＞　以上により、売上高は前期を上回りました。営業利益については、輸出が円

高の影響を受けたものの、糖尿病用剤「ファスティック」の発売、既存の医薬品の順調な売上げ拡大、

および輸液・栄養医薬品事業を行う会社の発足により、全体として増益となりました。
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②アジア

＜飼料用アミノ酸＞　販売価格下落により、売上高・営業利益が減少しました。

③米州

＜飼料用アミノ酸＞　販売価格下落により、売上高は減少しました。

＜アミノ酸系甘味料＞　北米の子会社による直販体制に移行したことにより増収となりました。

＜ファイン事業全般＞　全体として売上げは増加しました。営業利益は、飼料用アミノ酸及び一部地

域でのアスパルテームの販売価格が下落したことにより、減少しました。

　

④欧州

　全体的に欧州通貨に対する円高の影響により売上高・営業利益が減少しました。特に飼料用アミノ

酸は販売価格の下落の影響も大きく、売上高・営業利益が大幅に減少しました。医薬品・医薬中間体

は為替の影響により、売上高・営業利益が減少しました。

(３)その他

　その他事業の売上高は前期を４億円下回る９６０億円（前期比 99.5%）、営業利益は前期を７億円下

回る４１億円（前期比 84.1%）となりました。

①日本

「味液」はわずかながら減収となりました。蛋白質改質酵素（トランスグルタミナーゼ）「アクティバ」

は、新規需要の開拓により、売上げを伸ばしました。包材は売上げが増加しましたが、エンジニアリ

ングは売上げが減少しました。

②アジア

　包材は軟包材を中心に堅調に売上げを伸ばしました。
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　２．次期の見通し

                                                                         （億円）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成 13年 3月期   8,900     470     500     △ 95

平成 12年 3月期   8,294     330     412       176

前期比   107.3%   142.2%   121.3%     －

　わが国の経済は、企業の景況感の改善や企業収益の回復から、若干回復のきざしが見られるものの、

個人の可処分所得が増えない中、雇用情勢の先行きが不透明で、個人消費は回復感が出ない状況が続

くことが予想されます。食品業界における市場の飽和化など、当社を取り巻く企業環境は、引き続き

厳しいものと予想されます。

　こうした環境下、国内食品事業は、調味料・冷凍食品を中心に堅調に推移すると見込んでおります。

　国内ファイン事業は、輸液・栄養医薬品事業の新会社である「味の素ファルマ㈱」が寄与すること

等により、医薬品の売上高・営業利益が増加することを見込んでおります。

　海外食品事業は、「味の素」・風味調味料を中心に増収・増益を見込んでおります。

　海外ファイン事業は、飼料用アミノ酸の販売単価が平成１２年３月期の後半から上昇に転じてきて

おり、売上高・営業利益が大幅に伸びる予定です。

　その他の事業については横ばいに推移すると見込んでおります。

　なお、平成１３年３月期から新しい退職給付会計基準が適用されます。この基準を適用すると、会

計基準の変更に伴う積立不足額が連結ベースで約６００億円発生する見込みです。次期の業績予想に

おいて、この償却額を特別損失として織込んでおります。

　以上により、次期の業績について、売上高は当期を６０５億円上回る、８,９００億円、経常利益は

当期を８７億円上回る、５００億円、当期純利益は当期を２７１億円下回る、△９５億円と見込んで

おります。

　なお、次期為替レートは、１０５円／１US$で設定しています。
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４. 連結財務諸表等

連 結 損 益 計 算 書

（百万円未満切捨て）

科 目 １２ 年 ３ 月 期 １１ 年 ３ 月 期 増 減

売 上 高 ８２９,４２２ 100.0% ８１４,５３８ 100.0% １４,８８３

売 上 原 価 ６１３,７５１ 74.0 ６１２,４０１ 75.2 １,３４９

売 上 総 利 益 ２１５,６７０ 26.0 ２０２,１３６ 24.8 １３,５３４

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １８２,６２０ 22.0 １７３,３７４ 21.3 ９,２４５

営 業 利 益 ３３,０５０ 4.0 ２８,７６２ 3.5 ４,２８８

営 業 外 収 益 １８,５４３ 2.2 ２１,７６９ 2.7 △ ３,２２６

受 取 利 息 １,８３８ ２,８６０ △ １,０２２
受 取 配 当 金 ９８９ ９３１ ５７
有 価 証 券 売 却 益 － ２,６７７ △ ２,６７７
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 ５,９７６ ６,９６６ △ ９９０
雑 収 入 ９,７３８ ８,３３２ １,４０６

営 業 外 費 用 １０,３８３ 1.2 ９,７８５ 1.2 ５９７

支 払 利 息 ５,２９８ ５,０１０ ２８８
雑 損 失 ５,０８５ ４,７７５ ３０９

経 常 利 益 ４１,２０９ 5.0 ４０,７４５ 5.0 ４６３

特 別 利 益 １０,７６５ 1.3 ２５,２２２ 3.1 △１４,４５６

固 定 資 産 売 却 益 ５,４６８ ４８３ ４,９８４
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ７１５ ２３,５６７ △２２,８５２
関 係 会 社 株 式 売 却 益 １,７１５ ４２ １,６７２
収 用 補 償 金 １,６３８ － １,６３８
そ の 他 １,２２８ １,１２８ ９９

特 別 損 失 １７,６３９ 2.2 ３７,０９３ 4.6 △１９,４５４

調整年金等過去勤務債務繰入 ５,００８ ４,３３３ ６７５
固 定 資 産 除 却 損 ４,２６７ ４,０６１ ２０５
投 資 有 価 証 券 売 却 損 ２,９２４ １７ ２,９０６
関 係 会 社 整 理 損 １０９ ２７,４４７ △２７,３３８
そ の 他 ５,３２９ １,２３２ ４,０９６

税 引 前 当 期 純 利 益 ３４,３３６ 4.1 ２８,８７５ 3.5 ５,４６０

法 人税、 住民税 及び事 業税 １４,０３５ 1.7 １４,７５７ 1.8 △ ７２２
少 数 株 主 損 益 ２,６４２ 0.3 ８７４ 0.1 １,７６７

当 期 純 利 益 １７,６５８ 2.1 １３,２４２ 1.6 ４,４１５
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連 結 貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨て）

科 目 １２年３月期 １１年３月期 増 減

（ 資 産 の 部 ） ８０８,０４５ ８０７,６７１ ３７３

流 動 資 産 ２９６,２２０ ３０８,５１１ △ １２,２９１

現 金 ・ 預 金 ５５,３７４ ５７,６２７ △ ２,２５２

受 取 手 形 ・ 売 掛 金 １２２,６３２ １３３,０１０ △ １０,３７７

有 価 証 券 １０,７７５ ４,９５１ ５,８２３

た な 卸 資 産 ８５,３９９ ８６,３４１ △ ９４１

繰 延 税 金 資 産 ６,１８６ ６,７６９ △ ５８２

そ の 他 の 流 動 資 産 １７,５６４ ２１,１１５ △ ３,５５１

貸 倒 引 当 金 △ １,７１３ △ １,３０５ △ ４０８

固 定 資 産 ４３６,７５９ ４５３,６６１ △ １６,９０１

有 形 固 定 資 産 ２７９,２５１ ２７８,６００ ６５１

建 物 ・ 構 築 物 ２０６,２５３ ２１１,７７４ △ ５,５２０

機 械 装 置 ・ 運 搬 具 ３７０,２５０ ３７６,１９２ △ ５,９４２

減 価 償 却 累 計 額 △３７９,７３１ △３８２,７３８ ３,００７

土 地 ６７,６２４ ６２,３９５ ５,２２８

建 設 仮 勘 定 １４,８５４ １０,９７６ ３,８７７

無 形 固 定 資 産 ３５,１１８ ２６,９３４ ８,１８３

連 結 調 整 勘 定 １９,３７５ ２１,４０９ △ ２,０３４

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 １５,７４３ ５,５２４ １０,２１８

投 資そ の他 の資 産 １２２,３８９ １４８,１２６ △ ２５,７３６

投 資 有 価 証 券 １０２,１０７ １２４,４８２ △ ２２,３７５

長 期 貸 付 金 ３７６ ５４４ △ １６８

繰 延 税 金 資 産 ７,４７３ ９３４ ６,５３８

その他の投資その他の資産 １３,２１２ ２３,０１７ △ ９,８０４

貸 倒 引 当 金 △ ７７９ △ ８５２ ７２

為 替換 算調 整勘 定 ７５,０６５ ４５,４９８ ２９,５６６

合 計 ８０８,０４５ ８０７,６７１ ３７３
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（百万円未満切捨て）

科 目 １２年３月期 １１年３月期 増 減

（ 負 債 の 部 ） ３７９,４３５ ３９７,６７２ △ １８,２３７

流 動 負 債 ２１２,６４７ ２３９,７０２ △ ２７,０５４

支 払 手 形 ・ 買 掛 金 ８２,１１５ ９０,８３３ △ ８,７１８

短 期 借 入 金 ５５,２８５ ５３,５６２ １,７２３

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー ４,０００ ３０,０００ △ ２６,０００

未 払 金 １９,２７８ ２０,４６６ △ １,１８８

未 払 費 用 ３３,０３１ ３３,５８６ △ ５５５

未 払 法 人 税 等 ８,７９６ ７,１４４ １,６５２

そ の 他 の 流 動 負 債 １０,１４０ ４,１０８ ６,０３１

固 定 負 債 １６６,７８７ １５７,９７０ ８,８１７

社 債 ７０,０００ ７０,０００ －

転 換 社 債 １８,３０４ １８,３０４ －

長 期 借 入 金 ３５,７４７ ３４,３０１ １,４４６

繰 延 税 金 負 債 ４,３３６ － ４,３３６

退 職 金 引 当 金 ２１,４６２ １９,９７０ １,４９１

そ の 他 の 固 定 負 債 １６,９３７ １５,３９４ １,５４２

（ 少 数 株 主 持 分 ） ２２,９８７ １４,５６１ ８,４２５

（ 資 本 の 部 ） ４０５,６２２ ３９５,４３７ １０,１８５

資 本 金 ７９,８３６ ７９,８３６ －

資 本 準 備 金 １１１,１２３ １１１,１２３ －

連 結 剰 余 金 ２１４,６７３ ２０４,４８８ １０,１８５

自 己 株 式 △ １０ △ １０ △ ０

合 計 ８０８,０４５ ８０７,６７１ ３７３
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連結剰余金計算書

（百万円未満切捨て）

科 目 １２年３月期 １１年３月期

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２０４,４８８ ２００,６６４

連結子会社の増加による剰余金増加高 ３０６ －

連結子会社の減少による剰余金増加高 ２２ －

持分法適用会社の増加による剰余金増加高 ３８３ －

持分法適用会社の減少による剰余金増加高 １６８ －

連結子会社の決算期変更による剰余金増加高 １,２２５ －

連結子会社の合併による剰余金増加高 １１９ －

持 分 法 適 用 会 社 の
固 定 資 産 再 評 価 に よ る 剰 余 金 増 加 高 － ５４９

連結子会社の増加による剰余金減少高 ７６９ １,０９６

連結子会社の減少による剰余金減少高 － １,３３９

持分法適用会社の増加による剰余金減少高 ５３ ８４４

持分法適用会社の減少による剰余金減少高 １４５ －

連結子会社の決算期変更による剰余金減少高 ７５２ －

そ の 他 連 結 剰 余 金 減 少 高 ７,９７８ ６,６８８

当 期 純 利 益 １７,６５８ １３,２４２

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ２１４,６７３ ２０４,４８８
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連結キャッシュ・フロー計算書

（百万円未満切捨て）

科 目 １２年３月期

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 ３４,３３６
減価償却費 ３７,３３４
連結調整勘定償却額 ２,６３９
退職金引当金の増加額 １,２９１
貸倒引当金の増加額 ４１９
関係会社債務保証損失引当金の増加額 １,１６７
受取利息及び受取配当金 △ ２,８２７
支払利息 ５,２９８
持分法による投資利益 △ ５,９７６
投資有価証券売却損益等 １,５５８
有形固定資産除売却損益 △ １,２０１
為替差損 ９３６
売上債権の減少額 ９,８３６
仕入債務の減少額 △ ８,３７６
たな卸資産の増加額 △ ２４７
未払消費税等の増加額 ２,３７８
役員賞与の支払額 △ １８５
その他 ９,０９４
小計 ８７,４７６
利息及び配当金の受取額 ２,８６７
利息の支払額 △ ５,４７１
法人税等の支払額 △１２,７４２
営業活動によるキャッシュ・フロー ７２,１３０

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得及び売却 △ ２,２５７
有形固定資産の取得による支出 △４６,３８１
有形固定資産の売却による収入 ５,３８９
無形固定資産取得による支出 △ ８,５１１
収用補償金等による収入 ２,８１２
投資有価証券の取得による支出 △ ５,８６９
投資有価証券の売却による収入 ２５,６３０
その他 △ ３２
投資活動によるキャッシュ・フロー △２９,２１９

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の増加及び減少 △２７,８３０
長期借入れによる収入 １０,３５７
長期借入金の返済による支出 △１１,４８５
配当金の支払額 △ ７,７９３
その他 △ ４０４
財務活動によるキャッシュ・フロー △３７,１５６

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ２,６７２

Ⅴ.現金及び現金同等物の増加額 ３,０８１

Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高 ４７,８５４
連結の範囲の変更による期首残高増加額 ５,４９３
連結子会社の決算期の変更による期首残高増加額 ３,８８０

５７,２２８

Ⅶ.現金及び現金同等物の期末残高 ６０,３０９
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連結財務諸表作成の基本となる事項

１.連結の範囲

連結子会社は、国内ではクノール食品㈱ほか４４社、海外ではタイ味の素㈱ほか４２社の合計８８社です。

連結の範囲の異動状況は次のとおりです。

連結（新規）会社

要因 新規会社 （対前年 ＋１３社）

① ⅰ）持分法会社→連結子会社 ② ⅰ)新規設立
制 新
度 インドネシア味の素㈱ 規 味の素ファルマ㈱
変 エースパック（タイ）㈱ 会 （＋１社）
更 タイ味の素販売㈱ 社
タイ味の素冷凍食品㈱ ⅱ）非連結子会社→連結子会社

（＋４社）
ベトナム味の素㈲

ⅱ）対象外→連結子会社 ｳｴｽﾄ･ｱﾌﾘｶﾝ･ｼｰｽﾞﾆﾝｸﾞ㈱
ササ インティ㈱

フジエース㈱ 味の素（中国）㈲
タイ味の素カルピスビバレッジ㈱ 味の素蓮花アミノ酸㈲

（＋２社） 上海味の素アミノ酸㈲
（＋６社）

連結（除外）会社

要因 除外会社 （対前年 △５社）

① 味の素サービス㈱ ② カーゴテック㈱
合 ㈱宝サービス 清 （△１社）
併 北越炭素工業㈱ 算
㈱アムテック

（△４社）

２.持分法の適用の範囲

持分法適用非連結子会社は、次の５社です。
・シ アユタヤリアルエステート㈱
・ＡＥＴ マニュファクチャリング㈱
・バンコック・アニマル・リサーチ・センター㈱
・センファープロビジョンインダストリィズ㈱
・エラワンインダストリアルディベロップメント㈱

関連会社のうち、国内では味の素ゼネラルフーヅ㈱ほか１２社、海外ではユニオン味の素㈱ほか１７社の
合計３１社に対する投資について持分法を適用しました。

持分法の適用の異動状況は次のとおりです。

持分法（新規）会社

要因 新規会社 （対前年 ＋２社）

新 ⅰ）非持分法会社→持分法会社
規
会 太田油脂㈱
社 熊本デリカエース㈱

（＋２社）

持分法（除外）会社

要因 除外会社 （対前年 △７社）

① ⅰ）持分法会社→連結子会社 ② ジェイサプライネットワーク㈱
制 清 （△１社）
度 インドネシア味の素㈱ 算
変 エースパック（タイ）㈱
更 タイ味の素販売㈱ ③ ㈱モリテックス
タイ味の素冷凍食品㈱ 売 伊藤忠飼料㈱

（△４社） 却 （△２社）
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３．会計処理基準

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

１） 有価証券（投資有価証券）

　　　親会社及び主な連結子会社は、取引所の相場のある有価証券は移動平均法による低

　　価法（洗替え方式）です。

　  　取引所の相場のない有価証券は移動平均法による原価法または純資産額を勘案した

　　評価によっています。

　

２） たな卸資産

　親会社及び主な連結子会社は総平均法による低価法によっています。

（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　１）有形固定資産

　　親会社、国内連結子会社は主として定率法を採用しており、在外連結子会社は定額

　法を採用しています。

　　　

２） 無形固定資産

　　定額法を採用しています。

（３） 重要な引当金の計上基準

１） 貸倒引当金

　　税法基準（連結会社間の債権債務を相殺消去した後の債権を基礎として計算）の定

　める限度額（法定繰入率）のほか債権の回収可能性を検討して計上しています。

２） 退職金引当金

　　親会社及び主な国内連結子会社は期末自己都合退職要支給額の全額の引当を行って

　います。
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５.セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報
（百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１１年 ４ 月 １ 日
至 平成１２年 ３ 月３１日

セグ
メント 食品 ファイン その他 計 消去又は 連結

科 目 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 598,841 134,573 96,006 829,422 － 829,422
(2) セグメント間の内部売上高 16,047 2,856 47,563 66,467 (66,467) －

計 614,889 137,430 143,570 895,889 (66,467) 829,422

営 業 費 用 590,976 132,419 139,441 862,838 (66,465) 796,372

営 業 利 益 23,913 5,010 4,128 33,051 ( 1) 33,050

Ⅱ．資産、減価償却費
及び資本的支出
資 産 349,774 180,864 95,550 626,189 181,856 808,045

減 価 償 却 費 20,389 14,642 3,081 38,112 ( 778) 37,334

資 本 的 支 出 21,256 30,693 4,605 56,555 ( 790) 55,765

期 間 自 平成１０年 ４ 月 １ 日
至 平成１１年 ３ 月３１日

セグ
メント 食品 ファイン その他 計 消去又は 連結

科 目 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 575,179 142,905 96,453 814,538 － 814,538
(2) セグメント間の内部売上高 12,312 938 46,867 60,117 (60,117) －

計 587,492 143,843 143,320 874,656 (60,117) 814,538

営 業 費 用 573,313 133,991 138,411 845,716 (59,940) 785,776

営 業 利 益 14,178 9,852 4,908 28,939 ( 177) 28,762

Ⅱ．資産、減価償却費
及び資本的支出
資 産 361,600 174,023 106,794 642,418 165,253 807,671

減 価 償 却 費 17,182 13,824 2,902 33,909 ( 543) 33,365

資 本 的 支 出 27,997 19,708 6,530 54,236 ( 841) 53,395

（注）１．事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。

（注）２．各事業区分の主要製品

事 業 主 要 製 品
区 分

食 品 「味の素」、「うま味だし･ハイミー」、「ほんだし」、「Ｃｏｏｋ Ｄｏ」、油脂、
植物蛋白、スープ、マヨネーズ、冷凍食品、コーヒー、飲料、チルド乳製品 等

ファイン 各種アミノ酸、アスパルテーム、医薬品、化成品 等

そ の 他 物流、食品流通、各種サービス 等

（注）３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金
（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び事業の用に供していない土地等
であります。
１２年３月期 197,824百万円 １１年３月期 185,958百万円
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２．所在地別セグメント情報
（百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１１年 ４ 月 １ 日
至 平成１２年 ３ 月３１日

セグ
メント 日本 アジア 米州 欧州 計 消去又は 連結

科 目 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 688,276 60,136 35,490 45,518 829,422 － 829,422
(2) セグメント間の内部売上高 31,070 5,617 6,236 2,288 45,213 (45,213) －

計 719,347 65,754 41,726 47,807 874,635 (45,213) 829,422

営 業 費 用 694,826 58,302 41,000 47,456 841,585 (45,213) 796,372

営 業 利 益 24,521 7,451 726 350 33,050 － 33,050

Ⅱ．資 産 493,245 63,662 38,702 34,252 629,864 178,181 808,045

期 間 自 平成１０年 ４ 月 １ 日
至 平成１１年 ３ 月３１日

セグ
メント 日本 アジア 米州 欧州 計 消去又は 連結

科 目 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 681,772 35,432 35,982 61,351 814,538 － 814,538
(2) セグメント間の内部売上高 20,120 4,519 8,794 1,472 34,907 (34,907) －

計 701,893 39,951 44,776 62,824 849,445 (34,907) 814,538

営 業 費 用 681,950 36,696 43,109 58,927 820,683 (34,907) 785,776

営 業 利 益 19,942 3,255 1,666 3,897 28,762 － 28,762

Ⅱ．資 産 485,405 50,622 48,437 50,224 634,689 172,982 807,671

（注）１．国又は地域区分は、地理的近接度により区分しております。

（注）２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
アジア：東アジア及び東南アジア諸国
米 州：北米及び南米諸国
欧 州：ヨーロッパ諸国及びアフリカ諸国

（注）３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金
（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び事業の用に供していない土地等
であります。
１２年３月期 197,824百万円 １１年３月期 185,958百万円
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３．海外売上高
（百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１１年 ４ 月 １ 日
至 平成１２年 ３ 月３１日

セグ
メント アジア 米 州 欧 州 計

科 目

百万円 百万円 百万円 百万円
Ⅰ．海 外 売 上 高 65,312 40,692 44,820 150,825

百万円
Ⅱ．連 結 売 上 高 829,422

Ⅲ．連結売上高に占める ％ ％ ％ ％
海外売上高の割合 ７．９ ４．９ ５．４ １８．２

期 間 自 平成１０年 ４ 月 １ 日
至 平成１１年 ３ 月３１日

セグ
メント アジア 米 州 欧 州 計

科 目

百万円 百万円 百万円 百万円
Ⅰ．海 外 売 上 高 47,332 46,683 58,791 152,807

百万円
Ⅱ．連 結 売 上 高 814,538

Ⅲ．連結売上高に占める ％ ％ ％ ％
海外売上高の割合 ５．８ ５．８ ７．２ １８．８

（注）１．国又は地域区分は、地理的近接度により区分しております。

（注）２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
アジア：東アジア及び東南アジア諸国
米 州：北米及び南米諸国
欧 州：ヨーロッパ諸国及びアフリカ諸国

（注）３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。



19

６.有価証券の時価等

（単位：百万円）
平成１２年３月３１日現在

種　　　類 連結貸借対照表計上額 時　　価 評価損益

　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　－

5,469

－
－

5,558

　　　　　 　　    －
　　　　　　　　   －

89

流動資産に属するもの
株　　　　式
債　　　　券
そ 　の 　他

小　　　　計 5,469 5,558 89

72,083
98

　　　　　　　　　　－

      　　     107,217
　　　　　　　　　 114

－

35,134
15
－

固定資産に属するもの
株　　　　式
債　　　　券
そ 　の 　他

小　　　　計
72,181                107,331 35,149

合　　　　計 77,650 112,890 35,239

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法
（１） 上場有価証券

　　　　 　     主に東京証券取引所の最終価格によっております。
（２） 店頭売買有価証券
　 　     日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。
（３）　気配等を有する有価証券（上場、店頭売買有価証券を除く）

　　　　　　　　日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配等によっております。
（４） 非上場の証券投資信託の受益証券
　　　　　基準価格によっております。
（５） 上記以外の債券（時価の算定が困難なものを除く）
　　　　　日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等を勘案して
　　　　算定した価格等によっております。

　　　　
２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種　類　　　　　　　　　 計上額（単位：百万円）
　　　　　　　　流動資産　　　　　　クローズド期間内の証券　　 　　　　694
　　　　　　　　　　　　　　　　　　投資信託の受益証券
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＭＭＦ　　　　　　　　　　　　　 3,240
　　　　　　　　　　　　　　　　　　非上場債券 　　　　　　　  　　  1,371
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　          固定資産　　　　　　非上場株式　　　 　　　　　　　 24,426
　　　　　　　　　　　　　　　　　（店頭売買有価証券を除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　　  非公募の縁故地方債　　　　　　　 　199
　　　　　　　　　　　　　　　　　  非上場外国債券　 　　　　　　　  5,300
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７.デリバリティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

    　通貨関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
　　　　　　平成１２年３月３１日現在
契　約　額　等区

分
種　　　類

うち１年超
時　価 評価損益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為替予約取引
　 売　建  （反対通貨）
　　米ドル  （日本円）
　　独マルク（日本円）
　　日本円  （米ドル）
　　米ドル（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ）
　　
   買　建  （反対通貨）
　　米ドル  （日本円）
    日本円  （ﾀｲﾊﾞｰﾂ）
　　米ドル  （ユーロ）

オプション取引
   買　建  （反対通貨）
　 コール
　　米ドル  （日本円）

       2,194
         313
　　 　　144
         612

        
       1,353
         164
　        32

         791
      (   12)

　　　　－
　　　　－
　　　　－
　　　　－

　　　　－
　　　　－
　　　　－

　　　　－

　 　 2,158
　 　　 307
        134
        621

      1,366
        162
         34

          7

   　　　36
          5
         -9
          9

         12
          2
         -2

         -5

　合　　計          48

（注）１．時価の算定方法
（１） 為替予約取引
　先物為替相場によっております。

（２） 通貨オプション取引
　主たる取引銀行から提示された価格によっております。

　　　２．「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ
　　　　取引については、注記の対象から除いております。
　　　



平成１２年３月期 ８．個別財務諸表の概要 平成１２年５月１９日

上   場   会   社   名       味の素株式会社 上場取引所 東 大 名 福 京 札

コード番号       ２８０２ 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 財務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　安達  弘 ＴＥＬ （０３）５２５０－８１６１
決算取締役会開催日 平成１２年４月２８日 中間配当制度の有無     有
定時株主総会開催日 平成１２年６月２９日

１．１２年３月期の業績（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨て）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１２年３月期 614,448 0.8 18,049 18.4 27,643 △ 10.5

１１年３月期 609,745 △ 0.5 15,248 △ 21.9 30,894 △ 10.5

         　当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

１２年３月期 14,300 26.7 22.02 - 3.9 4.5 4.5

１１年３月期 11,284 10.0 17.38 - 3.2 5.0 5.1
(注)①期中平均株式数 １２年３月期    649,445,034株     １１年３月期    649,445,034株
     ②会計処理の方法の変更　　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

１２年３月期 10.00 5.00 5.00 6,494 45.4 1.7

１１年３月期 12.00 5.00 7.00 7,793 69.1 2.2

(注)12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当 0円 00銭、特別配当 0円 00銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

１２年３月期 618,429 372,104 60.2 572.96

１１年３月期 621,699 356,115 57.3 548.34

(注）期末発行済株式数 １２年３月期    649,445,034株     １１年３月期    649,445,034株

平成１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 317,000 9,500 △ 26,000 5.00 － －

通　　期 625,000 24,000 △ 18,000 － 5.00 10.00

（参考）一株当たり予想当期純利益（通期）  △ 27円   70銭

(注）株式交換による熊沢製油産業株式会社の完全子会社化により、次期において発行済株式数増加が見込まれており、当該事項を勘案し、
　　 次期１株当たり予想 当期純利益を計算しております。
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　９．個別財務諸表等

損 益 計 算 書
（百万円未満切捨て）

科 目 １２ 年 ３ 月 期 １１ 年 ３ 月 期 増 減
（１１．４～１２．３） （１０．４～１１．３）

% %
売 上 高 ６１４,４４８ 100.0 ６０９,７４５ 100.0 ４,７０２

売 上 原 価 ４５３,１２６ 73.7 ４５０,５４４ 73.9 ２,５８１

売 上 総 利 益 １６１,３２２ 26.3 １５９,２００ 26.1 ２,１２２

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １４３,２７２ 23.3 １４３,９５２ 23.6 △ ６７９

営 業 利 益 １８,０４９ 2.9 １５,２４８ 2.5 ２,８０１

営 業 外 収 益 １６,９５５ 2.8 ２０,７０８ 3.4 △ ３,７５３

受 取 利 息 ６６９ ３０３ ３６５
受 取 配 当 金 ８,６３０ １０,９２３ △ ２,２９３
有 価 証 券 売 却 益 － ２,６５５ △ ２,６５５
雑 収 入 ７,６５５ ６,８２６ ８２９

営 業 外 費 用 ７,３６１ 1.2 ５,０６２ 0.8 ２,２９８

支 払 利 息 ２,３３９ ２,３１９ ２０
雑 損 失 ５,０２１ ２,７４２ ２,２７８

経 常 利 益 ２７,６４３ 4.5 ３０,８９４ 5.1 △ ３,２５１

特 別 利 益 ９,８９２ 1.6 ２７,３４３ 4.5 △ １７,４５０

固 定 資 産 売 却 益 ５,３０１ ３,３９８ １,９０２
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ２,７２８ ２３,５６７ △ ２０,８３８
収 用 補 償 金 １,６３８ － １,６３８
そ の 他 ２２４ ３７７ △ １５２

特 別 損 失 １４,２５５ 2.3 ３８,１７４ 6.3 △ ２３,９１８

調 整 年 金 過 去 勤 務 債 務 繰 入 ４,３７１ ３,８９５ ４７５
固 定 資 産 除 却 損 ２,４３３ ３,３７０ △ ９３６
子 会 社 整 理 損 － ２８,８６０ △ ２８,８６０
投 資 有 価 証 券 売 却 損 ２,９５８ １７ ２,９４０
そ の 他 ４,４９２ ２,０２９ ２,４６２

税 引 前 当 期 純 利 益 ２３,２８０ 3.8 ２０,０６３ 3.3 ３,２１６

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ８,６６８ 1.4 ８,７７９ 1.4 △ １１１
法 人 税 等 調 整 額 ３１１ － ３１１

当 期 純 利 益 １４,３００ 2.3 １１,２８４ 1.9 ３,０１５

前 期 繰 越 利 益 ９,２４９ ９,４２８ △ １７８
過 年 度 税 効 果 調 整 額 ９,６６７ － ９,６６７
税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う 諸 準 備 金 等 取 崩 額 １,０５８ － １,０５８
中 間 配 当 額 ３,２４７ ３,２４７ △ ０
利 益 準 備 金 積 立 額 ３２４ ３２４ △ ０
当 期 未 処 分 利 益 ３０,７０３ １７,１４１ １３,５６２
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貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨て）

科 目 １２ 年 ３ 月 期 １１ 年 ３ 月 期 増 減
（１２．３末現在） （１１．３末現在）

（ 資 産 の 部 ） ６１８,４２９ ６２１,６９９ △ ３,２６９

流 動 資 産 １８７,３５０ １９８,８５４ △ １１,５０３

現 金 ・ 預 金 １６,９８１ ２８,２４０ △ １１,２５９

受 取 手 形 ９,１６７ １４,３２５ △ ５,１５８
売 掛 金 ９６,７２３ ９３,３７６ ３,３４６
有 価 証 券 ２,７６１ １,３７５ １,３８６
商 品 ・ 製 品 ・ 半 製 品 ２９,４７９ ３４,６８１ △ ５,２０２
仕 掛 品 ４,６５３ ５,１５８ △ ５０４
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 ６,９２０ ７,４３１ △ ５１１
前 払 費 用 １,１７８ ８８７ ２９１

短 期 貸 付 金 １,２５０ ７５２ ４９８
未 収 入 金 １３,８４３ １０,４０７ ３,４３６
繰 延 税 金 資 産 ３,７３４ － ３,７３４
そ の 他 流 動 資 産 ２,４７９ ３,２１０ △ ７３０
貸 倒 引 当 金 △ １,８２３ △ ９９２ △ ８３０

固 定 資 産 ４３１,０７９ ４２２,８４５ ８,２３３

有 形 固 定 資 産 １２２,４８９ １２９,６８７ △ ７,１９８

建 物 ・ 構 築 物 １０５,９３８ １０８,６５４ △ ２,７１５
機 械 装 置 １４９,５８１ １５４,４１６ △ ４,８３４
車 両 ・ 器 具 備 品 ３０,１９４ ２９,９６２ ２３１

減 価 償 却 累 計 額 △ ２０３,００７ △ ２０４,０３２ １,０２４
土 地 ３６,０１１ ３６,３８１ △ ３７０
建 設 仮 勘 定 ３,７７１ ４,３０４ △ ５３３
無 形 固 定 資 産 ８,４４１ ２,９４８ ５,４９２

工 業 所 有 権 １４９ １７８ △ ２９
施 設 利 用 権 等 ２,７７３ ２,７７０ ２

ソ フ ト ウ ェ ア ５,５１９ － ５,５１９
投 資 等 ３００,１４８ ２９０,２０９ ９,９３９

投 資 有 価 証 券 ８７,８９１ ９９,１５９ △ １１,２６７
子 会 社 株 式 １６５,１９０ １４７,７３８ １７,４５１
出 資 金 １,５４６ １,５５８ △ １２
子 会 社 出 資 金 ３２,３９５ ３０,９７９ １,４１５

長 期 貸 付 金 １０６ １２２ △ １６
長 期 前 払 費 用 ５３２ ５,８９０ △ ５,３５７
繰 延 税 金 資 産 ５,６２０ － ５,６２０
そ の 他 の 投 資 等 ７,５５９ ５,５１６ ２,０４３
貸 倒 引 当 金 △ ６９４ △ ７５６ ６２

合 計 ６１８,４２９ ６２１,６９９ △ ３,２６９
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（百万円未満切捨て）

科 目 １２ 年 ３ 月 期 １1 年 ３ 月 期 増 減
（１２．３末現在） （１１．３末現在）

（ 負 債 の 部 ） ２４６,３２５ ２６５,５８３ △ １９,２５８

流 動 負 債 １２７,７４７ １４９,０６８ △ ２１,３２１
支 払 手 形 ４６ － ４６

買 掛 金 ７０,６１１ ６８,１２０ ２,４９１
短 期 借 入 金 ４,３００ ５,１１５ △ ８１５

コ マ － シ ャ ル ペ － パ － ４,０００ ３０,０００ △ ２６,０００
未 払 金 １５,５０５ １８,０１４ △ ２,５０８

未 払 費 用 ２４,２２４ ２４,２６６ △ ４１
未 払 法 人 税 等 ４,９２２ ２,６７２ ２,２５０

そ の 他 の 流 動 負 債 ４,１３７ ８８０ ３,２５７
固 定 負 債 １１８,５７７ １１６,５１４ ２,０６２

社 債 ７０,０００ ７０,０００ －
転 換 社 債 １８,３０４ １８,３０４ －

長 期 借 入 金 ８４９ ８４９ －
預 り 保 証 金 １４,２０１ １４,３００ △ ９８

退 職 金 引 当 金 １４,０１４ １３,００９ １,００４
債 務 保 証 損 失 引 当 金 １,１６７ － １,１６７

そ の 他 の 固 定 負 債 ４０ ５１ △ １０
（ 資 本 の 部 ） ３７２,１０４ ３５６,１１５ １５,９８８

資 本 金 ７９,８３６ ７９,８３６ －
法 定 準 備 金 １２６,２３１ １２５,４３３ ７９７

資 本 準 備 金 １１１,１２３ １１１,１２３ －
利 益 準 備 金 １５,１０７ １４,３１０ ７９７

剰 余 金 １６６,０３７ １５０,８４６ １５,１９０
株 主 配 当 引 当 積 立 金 １２,６７０ １２,３７０ ３００

株 式 消 却 積 立 金 ３６,０００ ３６,０００ －

従 業 員 退 職 手 当 積 立 金 １,４６０ １,４６０ －
特 別 償 却 準 備 金 ２,００２ ２,０５１ △ ４８

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 ２３ １１１ △ ８７
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 １,３５６ ２,３９２ △ １,０３５

別 途 積 立 金 ８１,８２０ ７９,３２０ ２,５００
当 期 未 処 分 利 益 ３０,７０３ １７,１４１ １３,５６２

（ う ち 当 期 純 利 益 ） １４,３００ １１,２８４ ３,０１５

合 計 ６１８,４２９ ６２１,６９９ △ ３,２６９
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重要な会計方針
　

１．有価証券の評価基準および評価方法

　　（１） 取引所の相場のある有価証券は、移動平均法による低価法（洗替え方式）です。

　　（２） 取引所の相場のない有価証券は、移動平均法による原価法または純資産額を勘

　　　　　 案した評価によっております。

　　

２．たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　　総平均法による低価法です。

３．固定資産の減価償却方法

　　（１） 有形固定資産は、定率法を採用しております。

　　　　　 　ただし、平成１０年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く）の償却

　　　　　 方法は定額法によっております。

　　（２） 無形固定資産は、定額法を採用しております。

　　　　　   ただし、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

　　　　　 づく定額法によっております。

４．引当金の計上基準

（１）   貸倒引当金は、売上債権等の貸倒の損失に備えるため、法人税法の定める限

度額（法定繰入率）のほか、債権の回収可能性を検討して計上しております。

（２） 　退職金引当金は、従業員については、調整年金制度に移行した勤続３年以上

かつ４５歳以上の従業員を除く従業員の退職金の支給に備えるため、期末自己

都合要支給額の全額を、役員については、役員退職慰労金の支給に備えるため

内規に基づく期末要支給額の全額を、それぞれ計上しております。

　　　　 　　役員についての退職金引当金は、当期末現在９５１百万円であり、商法第２

　　　　 　８７条 ノ２に規定する引当金にあたります。

（３） 　債務保証損失引当金は、債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政

　　　 状態の実情を勘案し、必要額を見積計上しており、商法第２８７条ノ２に規定

　　　 する引当金にあたります。

５．リース取引の会計処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

　　　ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用してお

　　　ります。

６．消費税等の会計処理方法

　　　　 税抜方式を採用しております。
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　　１０．役員の異動

　　　　該当事項はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

利 益 処 分 案

（百万円未満切捨て）

平成１２年３月期 平成１１年３月期 増 減

当 期 未 処 分 利 益 ３０,７０３ １７,１４１ １３,５６２

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 １,９２４ ４０ １,８８４

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 取 崩 額 ２３ ８０ △ ５７

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 ３４ ５２ △ １８

別 途 積 立 金 取 崩 額 １２,０００ － １２,０００

計 ４４,６８６ １７,３１５ ２７,３７１

これを下記の通り処分します。

利 益 準 備 金 ３４３ ４７３ △ １２９

利 益 配 当 金 ３,２４７ ４,５４６ △ １,２９８

一株につき５円

取 締 役 賞 与 金 １５６ １５６ －

監 査 役 賞 与 金 ２９ ２９ －

株 主 配 当 引 当 積 立 金 ３００ ３００ －

特 別 償 却 準 備 金 ７４ ６１ １３

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ３,２５６ － ３,２５６

固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 １３９ － １３９

別 途 積 立 金 － ２,５００ △ ２,５００

計 ７,５４７ ８,０６５ △ ５１８

次 期 繰 越 利 益 ３７,１３９ ９,２４９ ２７,８９０

（注）平成１１年１２月１０日に、３,２４７百万円（１株につき５円）の中間配当を実施いたしました。
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